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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 平成 12(受)1589 原審裁判所名 広島高等裁判所松江支部 

事件名 抵当権設定登記抹消登記手続

請求事件 

原審事件番号 平成 12(ネ)44 

裁判年月日 平成 15 年 10 月 31 日 原審裁判年月日 平成 12 年 9 月 8 日 

法廷名 最高裁判所第二小法廷   

裁判種別 判決   

結果 破棄自判   

判例集等 集民 第 211 号 313 頁   

 

判示事項 取得時効の援用により不動産の所有権を取得してその旨の登記を有する者が当

該取得時効の完成後に設定された抵当権に対抗するためその設定登記時を起算

点とする再度の取得時効を援用することの可否 

裁判要旨 取得時効の援用により不動産の所有権を取得してその旨の登記を有する者は，

当該取得時効の完成後に設定された抵当権に対抗するため，その設定登記時を

起算点とする再度の取得時効の完成を主張し，援用をすることはできない。 

 

全 文 

  主     文 

原判決を破棄し，第１審判決を取り消す。 

被上告人の請求を棄却する。 

訴訟の総費用は被上告人の負担とする。 

  理     由 

上告代理人大野敏之，同寺垣玲，同小濱意三の上告受理申立て理由第二について 

１ 原審の適法に確定した事実関係は，次のとおりである。 

(1) Ｄは，第１審判決別紙目録記載の土地（以下「本件土地」という。）を所有していた。 

(2) 被上告人は，昭和３７年２月１７日に本件土地の占有を開始し，同５７年２月１７日

以降も本件土地の占有を継続していた。 

(3) Ｄは，昭和５８年１２月１３日，株式会社Ｅローンサービス（以下「訴外会社」とい

う。）との間で，本件土地につき，訴外会社を抵当権者とし，債務者を有限会社Ｆ旅館とする

債権額１１００万円の抵当権（以下「本件抵当権」という。）を設定してその旨の登記を了し

た。 

(4) 上告人は，平成８年１０月１日，訴外会社から，本件抵当権を，その被担保債権と共

に譲り受け，同９年３月２６日，本件抵当権の設定登記につき抵当権移転の付記登記がされ

た。 

(5) 被上告人は，昭和３７年２月１７日を起算点として２０年間本件土地の占有を継続し

たことにより，時効が完成したとして，Ｄに対して所有権の取得時効を援用した。そして，被

上告人は，平成１１年６月１５日，本件土地につき「昭和３７年２月１７日時効取得」を原因

とする所有権移転登記を了した。 

２ 被上告人は，本件抵当権の設定登記の日である昭和５８年１２月１３日から更に１０

年間本件土地の占有を継続したことにより，時効が完成したとして，再度，取得時効を援用

し，本件抵当権は消滅したと主張して，上告人に対し，本件抵当権の設定登記の抹消登記手続
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を求めた。 

３ 原審は，前記の事実関係の下で，次のとおり判断して，被上告人の請求を認容すべきも

のとした。 

(1) 被上告人は，昭和３７年２月１７日から２０年間占有を継続したことにより，本件土

地を時効取得したが，その所有権移転登記をしないうちに，訴外会社による本件抵当権の設定

登記がされた。このような場合において，被上告人が，本件抵当権の設定登記の日である昭和

５８年１２月１３日から更に時効取得に必要な期間，本件土地の占有を継続したときには，被

上告人は，その旨の所有権移転登記を有しなくても，時効による所有権の取得をもって本件抵

当権の設定登記を有する訴外会社に対抗することができ，時効取得の効果として本件抵当権

は消滅するから，その抹消登記手続を請求することができる。 

(2) 被上告人は，本件抵当権の設定登記の日には，本件土地の所有権を既に時効取得して

いたことからすると，その日以降の被上告人の本件土地の占有は，善意，無過失のものと認め

られる。 

(3) したがって，被上告人は，本件抵当権の設定登記の日から１０年間占有を継続したこ

とにより，時効が完成し，再度，取得時効を援用して，本件土地を更に時効取得し，これに伴

い本件抵当権は消滅したものというべきであるから，被上告人は，上告人に対し，本件抵当権

の設定登記の抹消登記手続を求めることができる。 

４ しかしながら，原審の上記判断は是認することができない。その理由は，次のとおりで

ある。 

前記の事実関係によれば，【要旨】被上告人は，前記１(5)の時効の援用により，占有開始時

の昭和３７年２月１７日にさかのぼって本件土地を原始取得し，その旨の登記を有している。

被上告人は，上記時効の援用により確定的に本件土地の所有権を取得したのであるから，この

ような場合に，起算点を後の時点にずらせて，再度，取得時効の完成を主張し，これを援用す

ることはできないものというべきである。そうすると，被上告人は，上記時効の完成後に設定

された本件抵当権を譲り受けた上告人に対し，本件抵当権の設定登記の抹消登記手続を請求

することはできない。 

５ 以上によれば，被上告人の請求を認容すべきものとした原審の判断には判決に影響を

及ぼすことが明らかな法令の違反があり，原判決は破棄を免れない。論旨は理由がある。そし

て，前記説示によれば，被上告人の請求は理由がないから，これを認容した第１審判決を取り

消した上，被上告人の請求を棄却することとする。 

よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官 亀山継夫 裁判官 福田 博 裁判官 北川弘治 裁判官 梶谷玄 裁判官 

滝井繁男) 

 

 

※参考：判例タイムズ 1141 号 139 頁、判例時報 1846 号 7 頁、金融法務事情 1745 号 27 頁、 

金融商事判例 1191 号 28 頁、最新・不動産取引の判例（RETIO）228 頁 

 

 


